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中村議員は2月15日、任期中で最後となる一

般質問に臨みました。持ち時間20分という限

られた時間の中、これまでで最大の７題目を

質問しました。

令和5年2月議会本会議

◎令和５年度の施政方針について

①区財政を取り巻く現状の認識と方針 ②DX事業の評

価及び今後の推進 ③業務の民間委託の導入の在り方

④地域防災計画の柱・個別支援プランの工程

◎教育・子育て支援に資する給食費無償化について

①23区における給食費無償化の流れに対する認識②

本区の給食費無償化に向けた有益性及び新たな判断

◎超高齢化に向けた包括的支援対策について

①避難弱者に対する避難支援プランの抜本的対策 ②

消費生活における弱者に対する見守りネットワークの構築

◎地域力を生かしたフェアトレードタウンの創設

①フェアトレードを通じたSDGsの啓発 ②国際的な社会

支援 ②フェアトレードタウンを通じた地域活性化

◎キャッシュレス決済促進・ポイント還元事業について

①利用者の区内・区外の内訳及び認識 ②個人情報の

加工とビッグデータの活用 ③事業のプロセス評価

◎PFI事業（行政業務の民営化）について

①英国のPFI事業の廃止化についての区の認識 ②本区

のPFI事業の評価 ③今後のPFI事業の展望

◎地域・商店街の活性化及び観光需要促進の施策

①無電柱化を推進したタワービュー通りの認知度や現状

②今後のインバウンド需要の増加に向けたタワービュー通

り商店街における展望と活性化施策

一般質問の発言事項

立憲民主党
墨田区議団

■□■ 一般質問 発言概要 ■□■

国が予算化するかどうかにかかわらず、必要

と判断すれば、基礎自治体自らが子育て施策の

柱として給食費無償化を行うことが有益と考え

る。区長に給食費無償化の有益性について伺う

とともに新しい判断として給食費無償化を推進

する考えがあるのか伺う。

今後、消費弱者になりやすい高齢者や障害者

に対し、包括支援を推進する消費者安全確保地

域協議会、通称「見守りネットワーク」の構築が

求められるが、この構築状況は。また、このネッ

トワークをより機能させるためには、すみだ消費

者センターにおけるネットワーク構築のための

人員を確保し、地域のガバナンス力を強固にす

る必要があると思うが、区長の見解は。

タワービュー通り商店街におけるプロジェク

ションライトを活用した地域活性化及びインバウ

ンド需要の促進について、区長の所見を伺う。



中村あきひろ議員のコメント

少子・高齢化の喫緊の課題には、早急かつ万全な対策を地域から実施す

る事が自治体の責務です。私は明治大学 公共政策大学院でのガバナンス

研究を通し、地域の協治（ガバナンス）がいかに重要かを学びました。地域から

課題解決に取り組む必要があります。今後4月、5月にも食料品の値上げや

社会保険料の増加が決定されましたが、危機的な経済状況に対しては公

的な支援を拡充し、いち早く通常の暮らしに戻す事が求められます。
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最後まで
読んでいただき
ありがとうござ

います

超高齢化を迎える日本、地域の見守りで高齢者支援を

地域力を生かしたフェアトレードタウンの創設へ

教育・子育て支援に直結する給食費無償化の是非

原油価格や物価の高騰が続く中、23区中9区で次々と給食

費の無償化が広がっていますので、墨田区でも無償化を実施す

るよう求めました。

以前から何度も給食費の無償化を墨田区で実施するよう訴え

て参りましたが、今回も残念ながら『国が主導すべき』として実

施しないとの答弁でした。

国がやるべきと責任転嫁せず、自治体の責務として実施をし

教育支援・少子化対策に万全を尽くすべきです。

墨田区には約２８万人が暮らしており、そのうち６５歳以上の高

齢者は約６万人。５人に１人が高齢者です。 2030年には３人１人

と推計され、超高齢化時代に突入します。

災害時の避難弱者や消費生活における消費弱者になりやすい高齢者や障が

い者も急増すると想定されますので、地域で支える仕組みやネットワークの

構築・強化が必要になりますので、早急に支援体制を整えるよう訴えました。

今後30年以内に約70％の確率で発生が予想される首都直下・南海トラフ

地震や、大規模水害などの災害はいつ起きてもおかしくありません。また、認

知症有病率は８０歳を超えると２割に達すると言われております。地域力を強

化し包括的な支援体制を構築する事で、誰もが安心して暮らせる社会にして

いかなければなりません。

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の観点から、環境問題等には国

境がなく、国境を越えた支援の必要性が叫ばれております。

フェアトレードを通じた発展途上国等の社会的支援は、何気な

い個人が支援を必要とする世界の人々とつながり、個人の寄付

文化の醸成を促すとともに、国・ＮＧＯ等の組織の国際協力の視

点だけでなく、一般の個人からの国際協力にも貢献する事にな

りますので、フェアトレードタウン創設について質問しました。

地域全体で社会貢献の意識醸成を進める事で「知る・考える・

行動する」に直結し、すみだの地域活性化、地域のガバナンス強

化にもつながると考えます。
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